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研究成果の概要（和文）：日本における予算編成を含む政策評価の在り方について考察。文献の内容分析をはじ
め、行政職員に対する郵送による質問紙調査調査等を実施。また、米国およびオーストラリア政府関係者に対す
るインタビュー調査を実施。その結果、評価結果の有効活用及び予算編成プロセスにおける有用性について具体
的に明らかにすることができた。

研究成果の概要（英文）：The Purpose of this research is to analyze the effectiveness of Policy 
Evaluation System focusing not only on budgeting process in Japan but also no comparing other 
country systems.  The research was implemented by content analysis on official evaluation reports 
and others, quantitative analysis on the evaluation process, qualitative analysis on administrative 
behavior of government officials,  The empirical finding is that the evaluation results are strongly
 tend to hold some characteristics followed the intentional aim of governmental officials.

研究分野：行政学、公共政策
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１． 研究開始当初の背景 
 政策は、民意の要請に応え、そのための合
理的かつ効率的な手段でもって構成されね
ばならない。しかし、将来負担を二の次に民
意に迎合した政策、政治・官僚主導で民意を
軽視する政策は明らかに存在する。時に後者
は、目の前の現実や将来予測を熟慮した結果
ではなく、省益や利益団体益に執着した産物
に過ぎないこともある。  
民意との健全な距離感を「民主性」、政策
根拠の信頼度を「科学性」と言い換えるのな
ら、1960年代、膨大な財政赤字を抱えた米国
のなかで台頭した公共政策学（“Public Policy”、
もしくは政策科学 “Policy Studies”）は、科学
性でもって統制し、民主性のなかで決定する
「政策形成」を目論んだ応用重視の社会科学
である。 
政府（特に立法および行政機構）の政策形
成を掌る「装置」は事前の「予算編成」と事
後の「政策評価」の 2つである。前者におい
ては民主性と科学性との葛藤が政策へと昇
華され、裏打ちされた財源のもと立法機構の
承認をもって政策決定される。後者では当該
政策の効果が実証的に検証され、更なる改善
が展開される一方、立法機構の政策決定もし
くは行政機構の政策実施の責任が問われる
ことで前者（予算編成）における作業的怠慢
や悪意ある操作の思惑を牽制する。 
  我が国でも 1970-80 年代、PPBS（Planning 
Programing Budgeting System）やプログラム評
価を中心とした予算編成・政策評価に関する
研究が展開された。90 年代後半から 2000 年
代前半にかけては、OECD諸国の NPM（New 
Public Management）ムーブメントが席巻し、
特に成果主義や権限移譲と事後統制との関
係性から政策評価の現実機能に対する期待
はより一段と高まった。また多くの研究者の
学術的牽引によって政策研究と政策実務と
の距離は急速に縮まり、中央政府や多くの地
方自治体が政策評価制度もしくは行政評価
システムと称した公式の「制度的枠組」を装
置化するに至った。 
このような政策研究と政策実務の相乗的
展開は公共政策学が自らの存在意義を発揮
した一証左といえる。 
 しかし、今般の社会、政治的な動向に鑑み
ると、公共政策学には科学性と民主性の政策
形成、すなわち予算編成と政策評価の現実機
能について改めて問い正す責務があると考
えられる。 
特に、政策の形成に対し事前に矯正・牽制
できない政策評価機能のあり方である。この
装置の制度的枠組の深堀検証なくして科学
性・民主性の政策形成の現実機能は到底想定
できない。 
公共政策学は、当該局面打開に資する応用
社会科学の使命として、政策形成そして当該
装置の理論と実際に今一度接近しなければ
ならないと考えられるのである。 
 

２．研究の目的 
  政策評価の主流は、政策や施策、事務事業
の達成目標を事前に設定し、定期的にそれら
の達成度を評価するもので、主たる目的は政
策のマネジメントサイクルの構築、さらには
予算や人事等の経営資源管理への貢献にあ
る。 
しかしその実効性は導入当初から疑問視
されていた。制度開始３年後の平成 17 年度
に行われた当該制度の見直しでは評価結果
の予算要求への反映等が求められ、「平成 23
年度予算編成の基本方針」（平成 22 年 12 月
16日閣議決定）、「経済財政運営と改革の基本
方針」（平成 25 年 6 月 14 日閣議決定）にお
いても議論の対象とされた（首相官邸 2010、
2013）。事前分析表の導入や行政事業レビュ
ーとの連携等、制度運用の改善は未だ進行中
である 。 
 制度開始から約 15 年、なぜ未だ議論は終
結しないのか。そこで着目したのが政府職員
の評価に対する一とそれらの評価作業にお
ける具体の行動である。これを合理的選択と
いう概念レンズを通して観察すると、実効性
を妨げる具体的な動きがみえてくる。 
本研究では、それらの動きやその目的、そ
してそれらが産出する評価結果の特性につ
いて、理論的に仮説を設定し、複数の実証分
析をおこなう。そして、政策の科学性（効率
性）、民主性を担保するための管理機能とし
て装置化された政策評価が、実際にどのよう
に機能しているのか、その実効性はどうなの
か、米国および豪州における政策評価の動向
と比較しながら、本研究におけるの上記の問
いに答えることにある。 
但し、その答えを見出すのは容易なことで
は決してない。評価の価値はその活用者が判
断するからである。第三者が評価情報に如何
なる疑問を呈しても、活用者がその有効性を
主張すれば、実効性の議論は進展しない。活
用者と評価者、そして評価客体の実施者が同
じである場合、その主張はより強くなる。 
ゆえに本研究は、評価結果の活用の是非を
直接問うものではなく、評価結果がどのよう
に産出されるのかの具体を可視化すること
を具体の目的とする。 

 
３．研究の方法 
第一に、我が国の政策評価制度の実際を明
らかにする。そのためにはあらかじめ演繹的
に仮説を設定し、その検証のため、以下の３
つの分析をおこなった。 
一つは評価書の内容分析である。一つの評
価事例について複数年にわたって評価書の
内容を検討し、その変遷から評価作業上仮説
を支持する問題が発現していたのか否かを
明らかにした。 
二つめは、計量分析である。第一の分析は
あくまで単一事例の分析結果であり、一般化
することができない。よって、政策評価に関
わる政府職員に対し、郵送による質問紙調査



を実施し、その解答データを計量分析にかけ、
仮説の一般化を試みた。具体的には、ます、
収集した政府職員の認識データを複数回の
重回帰分析にかけ、その結果を階層化する形
で統合し、一つのモデルを構築した。次に、
当該モデルをパス解析にかけ、モデル全体の
適合度を検証した。 
三つめは、政府職員へのインタビュー調査
に基づく質的分析である。第二の分析では、
評価作業上の動きは明示できるが、その因果
的な説明は何ら明らかにはならない。当該分
析によって、どのように計量分析で支持され
た動きが発現するのか、具体の説明の付与を
試みた。 
第二に、外界事例の調査分析である。海外
において上記のような深堀の分析は困難な
ことから、文献レビューおよび政府職員に対
するインタビュー調査を実施した。 
米国 
・ 連邦政府予算管理局 
・ IBM政府センター 
・ メリーランド州モントゴメリー郡政府
評価室 
豪州 
・ オーストラリア国立大学 
・ 連邦政府財務省 
・ クィーンズランド州政府評価コミッシ
ョン 
・ メルボルン大学 

 
 なお、本研究において設定された調査仮説
は次のとおりである（詳細は西出 2016参照）。 
行政職員が持つ個人の価値の多くは自ら
の統制下にある資源の量と相関的に関係が
あり、その中には個人的な権力・名声・収入
や組織的な権力・名声・財源、そして安全が
ある（Downs 1967：196）。また彼らは、自ら
の裁量の範囲内で多くの行政運営の持つ基
本的に非人格的な性質を変更せずに個人的
な要素をその意思決定に反映させることが
できる（I bid：73）。 
政策評価制度の評価従事部門としては、府
省の政策を企画立案・実施すると同時に評価
書案を作成する「政策部門」、評価制度を管
理運営する「事務局部門」、評価書案を評価
書として確定する「幹部部門」の三つがある。
よって各評価従事部門は自らの価値の増大 
を目指して独自の目的を形成する。そして目
的達成のための評価行動を定め、同行動が想
定する評価結果を産出する。 
・ 政策部門 
行政機関の各部門は、少なくとも部分的
には他の部門と競合的であり（I bid：54）
であり、政治的文脈から予算の前提となる
政策評価をねじ曲げる誘惑に直面する（村
松 2001：14）。その最たるものである同部
門は、上司の好意を得るべく情報のフィル
タリング（Tullock 2005：151）や事業擁護
のための自己評価機能（Patton 1997：
140-142）を駆使し、企画立案を経て将来の

行政資源の獲得を有利にすべく評価自体
の歪曲を目論む（田辺 2006：95）。 
・ 事務局部門 
行政機関は、外部との強い合意があり外
部の支持に強く依存するときはいつでも
外部の見解に従うことがきる（Downs 
1967：192）。一方、助言する力の持つ機関
ですら自らの助言が結局無意味にならぬ
よう、政策実施機関との効果的な連携構築
を強いられることがある（Rourke 1976：
123）。適切な制度運用を目的とし、外部意
見の調整等を担う同部門は、調整を企図す
るものの制度の円滑な遂行を最優先し、関
係者間による予定調和の成立（森田 
2006：103-104）を目論む 。 
・ 幹部部門 
当該部門は政務職を中心に対外的な評
判に強い関心を持つ。時には、事業の修正
や撤退が受益者や公衆の支持、行政機関の
名誉に対し影響を及ぼすような逆効果を
懸念し、否定的な評価結果を無視する
（Crompton & Lamb, Jr 1986：92）。しかし、
公衆からの高い評判が如何なる行政機関
に対しても立法府に対処する十分な影響
力をもたらす（Rourke 1976：60）ことは熟
知している。よって同部門は評価情報を社
会へのシグナリング 、さらには広報宣伝
ツール（Patton 1997：139）として想定し、
自らの功績の標榜を目論む。 
  
これらの結果、産出された評価情報は次の特
質を帯びることになる。 
 

1. 職員が持つ、制度目的と異なる評価目
的が意図的に特性のある評価結果を
産出する。 
1. 評価目的とは次のとおりである。 

(ア) 既存政策の堅持（修正として
追加） 

(イ) 行政資源の獲得 
(ウ) 円滑な制度運用 
(エ) 評価結果の積極的標榜 

2. 徳性ある評価結果とは次の折で
ある。 
(ア) 判定結果の高い評価結果 
(イ) 政策に追従しる評価結果 
(ウ) （中庸な評価結果、修正とし
て追加） 
 

４．研究成果 
 我が国の分析結果においては、調査仮説を
支持する評価作業が発現していることを評
価書内容の整合性を確認することで明らか
にすることができた。但し、一部仮説を修正
する必要性もわかった。 
具体的には次のとおりである（詳細は西出

2016参照）。 
・「政府職員の評価の目的」が求める「特性
ある評価結果」の産出については、その発現
及びそれを産出する「意図ある評価行動」の



具体、すなわち「判定結果」の規定事項を変
更する動きを評価情報の中から確認できた。 
・「特性ある評価結果」を産出しようとする
「意図ある評価の行動」については、その意
図を持つ評価情報及びや関連施策の政策動
向の動きとの連動を根拠に、評価情報と政策
情報との因果性確保を目論む、意図ある評価
行動の存在を確認できた。 
第二、第三の分析結果においては、修正仮
説を支持する結果が産出された。これらにつ
いては論文投稿予定であるが、第二について
は、当該仮説を操作化し、各具体の独立変数、
媒介変数、従属変数において、特定の変数間
において、因果関係を示す結果が産出された
ことを述べる。第三については、その因果的
な動きをどのような意図でどのように展開
するのか、それらについての具体の事象につ
いて述べる。 
海外事例については、両国の現状、特に政
権交代による影響、各府省への評価担当章の
関与の度合い等、禁煙の動向等を確認するこ
とができた。これらにおいても成果として公
表する予定である。 
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